
中国政府が近年カーボンニュートラルに注力し、様々な政策を発表していると聞いていますが、
その詳細について教えてください。
中国の習近平国家主席は 2020 年 9 月の国連総会ビデオ演説で、30 年に二酸化炭素（以下

「CO2」と略称）排出のピークアウトを達成し、60 年に同排出と吸収をプラスマイナスゼロに
するカーボンニュートラルを宣言しました（以下「3060 目標」と略称）。「3060 目標」を発表して
約 2 年が経過しましたが、この 2 年間、中国の中央政府と地方政府は、カーボンニュートラルの関
連政策を次 と々発表しています。本稿では、中央政府の主要政策概要について解説します。

（※本資料は 22 年 7 月 8 日時点の中国関係当局の規定・資料に基づき作成）
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2．中央政府の 2 つの重要通達
　カーボンニュートラルに関する関連政策のうち、最も重要
とされているものは次の 2 つです。

（1）中国共産党中央委員会の「意見」
　１つ目は中国共産党中央委員会と国務院が 21 年 10 月 24 
日に公布した「新発展理念を完全・正確かつ全面的に貫徹し、
カーボンピークアウトとカーボンニュートラルの目標への実現

を徹底する意見」（中発「2021」36 号、
以下「意見」と略称）です。
　「意見」では、30 年までにカーボ
ンピークアウト、60 年までにカーボ
ンニュートラルを必ず実現することを
改めて明確にしたうえで、全国範囲で
の経済社会のグリーン化推進を始め
とする「十大目標」とそれぞれの実施
要点計 31 項目を発表しました。カー
ボンニュートラル目標の実現に向けた

「1+N」政策体系の「1」として、「意見」
はそれらの最も高い位置づけとされ、
今後地方政府や各業界の関連政策も

「意見」に従って策定されると考えら
れます（図表 2）。
　「意見」は、国内初の中央政府発
かつ全国レベルのロードマップとし
て、今後各地方政府や各業界のロー
ドマップが発表されると予想されま
す。また、「意見」ではカーボンニュ
ートラル領域における国内外の連携
も強調されており、日系企業を含む
外資系企業のビジネスチャンスが拡
大することが期待されます。
　「意見」の詳細内容につきまして、
以下資料をご参照ください。

1．中国カーボンニュートラル関連の政策体系
　「3060 目標」が発表された後、中国ではカーボンニュート
ラルの関連政策の体系構築が急速に進められています。中央
政府と地方政府は関連政策を次 と々発表しています。それら
を踏まえ、中国におけるカーボンニュートラルの推進が本格
化してきています。図表 1 はカーボンニュートラルの関連政策
の体系図です。
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図表 1　中国におけるカーボンニュートラルの関連政策の体系図

図表 2　「意見」の数値目標

（注）非化石エネルギー消費比率を2060 年までに80%以上とする達成目標に初めて言及。
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オ大湾区など）、⑤企業による炭素排出
情報の定期的な開示（上場会社と債券発
行企業から試行）などの内容も含まれ、
カーボンニュートラルは企業の経営にも
影響し始めています（図表 3、4、5）。
　「行動方案」の詳細内容につきまして、
以下資料をご参照ください。
MUFG バンク（中国）実務・制度ニュー
スレター【第 258 号】
h t t p s : / / R e p o r t s . m u f g s h a .
c o m / F i l e / p d f _ f i l e / i n f o 0 0 3 /
info003_20211203_001.pdf

3．今後の方向性
　カーボンニュートラルの関連政策にお
いて、カーボンニュートラル目標達成の
ロードマップが示され、それに伴い企業
への影響も徐々に出てきています。また
地方政府もカーボンニュートラルの関連
政策を順次公布しており、カーボンニュ
ートラルへの企業の対応についての地方
政府からの要求は地域によって異なって
いるため、安定した企業経営を確保する
ためには、所在地の政策動向を定期的
にフォローしておくことが重要です。
　中国では政府主導でカーボンニュート
ラルに向けた動きが加速していく中、カ

ーボンニュートラルに他社よりも早く対応することで、各方面
において先行者メリットを享受できる可能性が期待されます。
また、中国のカーボンピークアウト、カーボンニュートラルの
領域における新たなビジネスチャンスが創出されることも期
待されます。カーボンニュートラルを単なるコスト増加でなく、
新たなビジネスチャンスの創出として新しい事業展開を考え
ている企業も徐々に増えています。企業にとって自社の達成
すべきカーボンピークアウト、カーボンニュートラルに対応す
るだけでなく、サプライチェーン全体まで視野を広げ、潜在
的なビジネスチャンスを探していくことも重要と考えられます。

＜参考資料＞

■通達：中発「2021」36 号、国発「2021」23 号

■資料：MUFG バンク（中国）経済週報【第 524 号】

　　　  MUFG バンク（中国）実務・制度ニュースレター【第 258 号】

MUFG バンク（中国）経済週報【第 524 号】
https://Reports.mufgsha.com/File/pdf_file/info001/
info001_20211109_001.pdf　

（2）国務院の「行動方案」
　2 つ目は、21 年 10 月 26 日に国務院より公布された「2030
年までのカーボンピークアウト行動方案」（国発「2021」23 号、
以下「行動方案」と略称）です。
　「行動方案」は再生可能エネルギーへの転換や省エネの促
進、資源利用の効率向上などを通じて実現を目指す方針を示
しています。
　「行動方案」には、①鉄鋼業界、非鉄金属業界、建材業界、
石油化学工業におけるカーボンニュートラルを率先して実施、
②エネルギー消費予算管理の実施、固定資産投資における省
エネ審査や評価の強化、③太陽光発電と建築の一体化の応
用普及、④一部エリアの経済や社会の全面的なグリーン移行
の先行（北京・天津・河北、長江デルタ、広東・香港・マカ
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図表 3　「行動方案」の主要ポイント

図表 4　「行動方案」の数値目標

図表 5　中国でのカーボンニュートラル推進の時間軸

（注）CNは「カーボンニュートラル」、CPは「カーボンピークアウト」の略称。
（出所）図表 1～ 5は筆者作成




